
※平成16年度当初予算対比を原則に効果額を積算 (単位：千円)

H16～19年度

実績効果額 取り組み実践項目 効果額

　・H20.4.1～10課2専門課長　22班2専門主幹体制

≪町議会関係≫　[ 議員定数(18人→14人) H19～) ]

≪附属機関等の改善関係≫　[ H19.4/1～ 総合計画審議会委員定数（30人→15人)]

　[ H20.4/1～ 職員数(208人→203人）]

≪勧奨退職制度の見直し関係≫

≪懲戒、分限基準の明確化服務規程の徹底関係≫

　・職員事件事故審査委員会、行政処分審査委員会

≪異動希望自己申告システムの導入関係≫

人事評価制度の整備

　・上川支庁管内町村会・北海道市町村職員研修センター・北海道市町村振興協会・市町村職員中央研修所主催の研修受講
　・自治基本条例研修開催(H20.4/22～24、5/9　141人)
　・新規採用職員等研修開催(H20.5/8　)
　・自治基本条例研修(第2講)開催(H20.5/13～15、6/4　149人)
　・職員研修の受講者の募集及び決定（5/29　15人）
　・メンタルヘルス研修会開催（H20/9/16　65名）

職員提案制度の導入

517,007 275,504 792,511

H16～19年度

実績効果額 取り組み実践項目 効果額
≪ラベンダーハイツ民間移譲計画の推進関係≫

　・H20実践計画を職員会議にて報告、説明（5/2）

　・臨時介護職員の賃金体系確立への関係課協議　（7/10、7/29、8/4、8/21）

　・臨時介護職員の賃金改正（H20/9/1施行）

≪中央保育所民間移譲計画の推進関係≫

　・委員会説明　　厚生文教（9/3、10/16）、総務産建（9/5）

　・中央保育所職員への説明（9/4）

　・平成２１年度の中央保育所民間移譲の実践スケジュール策定（4/13）

　・平成２１年度末に方針の最終確定を判断する。

≪車輌班業務の民営化関係≫

指定管理者制度によ
る民間活力の導入

9,098 7,889 16,987

≪ネットワークシステム活用になる行政事務の効率化関係≫

　・LGWANサービス提供設備等の共同化及び更新(3/2)

≪電子自治体の推進関係≫

地域情報化の推進 ≪地域情報化計画と推進関係≫

　・事務事業評価試行導入プラン、試行実施要綱案の提示（Ｈ20.4.1課長会議）

　・評価対象事務事業の整理作業等の指示（Ｈ20.4.1課長会議）

　・評価対象事務事業の選定（Ｈ20.4.24　政策調整会議）

　・事務事業評価の試行実施要綱策定(H20.4.30課長会議）（Ｈ20.4.1から適用）

　・事務事業事後評価(各所管課における一次評価)の実施

　・事務事業事後評価(政策調整会議における二次評価)の実施　(ヒアリングの実施：H20.6.23～7.4)

　・事務事業事後評価結果を組織決定（Ｈ20.7.31課長会議）

　・事務事業事後評価結果を公表（Ｈ20.8.12町ホームページ）

　・事務事業事後評価結果を議会に報告（10/10～決算特別委員会）

　・実施計画策定に伴う新規事務事業の事前評価（各課における一次評価）の実施

　・事務事業事前評価（政策調整会議における二次評価）の実施（H20.11.10～12.9）

≪広域行政の研究推進関係≫

　・学校給食事務の広域連合化保護者説明（4/13西小）、意見協議（5/21）、意見提出（町議会5/22）

　・広域連合設置議案審議（4/10 町議会富良野広域連合調査特別委員会）

　・準備委員会専門部会　4/11串内⑥、4/16消防⑪、4/23串内⑦、5/15消防⑫、5/23消防⑬、6/6給食⑨、6/17消防⑭、6/24総務⑥

　・準備委員会（5/19⑦）、準備委員会幹事会（5/7⑯）

　・広域連合準備委員会推進状況報告　（4・5・6月定例課長会議）

　・広域連合準備委員会推進状況行政報告（6/17町議会）

　・準備委員会（7/8⑧、8/21⑨）、準備委員会幹事会（7/2⑰、8/19⑱）

　・準備委員会専門部会　7/23消防⑮、7/30給食⑩、8/20給食⑪、8/18総務⑦、9/5給食⑫、9/26消防⑯、
　　　　　　　　　　　　　　　　　9/29給食⑬、9/30総務⑧､11/11給食⑭、11/14消防⑱､12/11串内⑧、12/16消防⑲､
　　　　　　　　　　　　　　　12/22総務⑨、1/16給食⑮、1/19消防⑳

　・準備委員会専門部会WG　[総務]法制7/11④7/18⑤7/31⑥8/11⑦12/19⑨1/ ⑩、労務7/14①、財務会計7/14①7/25②11/7③

　・沿線教育長会議（8/5）

　・広域連合設置許可申請（8/11付）

　・広域連合設立式（設立許可指令書交付式　9/1）

　・連絡調整会議①（10/2）　　・正副連合長会議（①9/1、②10/8、③12/22、④2/4）

　・富良野広域連合議会臨時会（①10/22）

　・打ち切り決算等事務担当者説明会（12/18）

　・広域連合準備委員会解散総会（12/22）

　[町議会関係]

　・富良野広域連合調査特別委員会（広域連合設置議案審議）　4/10第1回、5/23第2回、6/9第3回

　・学校給食事務の広域連合化に対する意見通知（4/23　教育委員会）

　・富良野広域連合調査特別委員会付託審議結果報告「富良野広域連合設置議案」原案可決（6/17）

　・沿線議会事務局長会議（7/22、8/12）

　・関係補正予算可決（7/24臨時）

152,826 76,485 229,311

平成２０年度　上富良野町行財政改革推進状況
１　簡素で柔軟な行政体制の確立

重点項目 実施項目 累計効果額
平成２０年度 実績　　（効果額は見込額）

21,903 79,915

時代に対応し
た組織機構の
見直し

組織機構改革の検証
と機能強化

行政委員会及び附属
機関等の見直し

58,012

人事管理制度
の整備と職員
の能力向上

多様な人事管理制度
の整備

人材育成基本方針に
基づく具体的な実践

累計効果額
平成２０年度 実績　　（効果額は見込額）

712,596

小　　　　　　　　　　　計

２　効率的な行政経営の確立

重点項目 実施項目

適正な定員管
理対策

職員数適正化計画の
見直し

458,995 253,601

民間活力の活
用

アウトソーシング基本
方針の策定とその推
進

143,728

電子自治体の
推進

行政事務の電子化に
よる効率化の推進

行政評価制度
の確立

行政評価システムの
確立

広域行政の推
進

広域行政の推進

小　　　　　　　　　　　計

68,596 212,324
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H16～19年度

実績効果額 取り組み実践項目 効果額

　・自治基本条例役場職員研修の実施（第1講4/22～24・5/9　152名）

　・自治基本条例役場職員研修の実施（第2講5/13～15・6/4　149名）

　・自治基本条例素案審議（5/15、16、28策定会議、5/21臨時課長会議）

　・自治基本条例案決定（5/29課長会議）

　・出前講座（5/28リフレッシュマイタウンかみふらの）

　・議会議員への説明(6/30)

　・住民会長・町内会長町政懇談会説明(7/15 40名)

　・教育委員会関係各種委員への説明(7/29.30 31名)

　・出前講座（8/8旭新あずま会　20名）

　・パブリックコメント(8/15～9/16　6名　22件)

　・出前講座（8/20商工会青年部　10名）

　・生活安全推進協議会３部会員への説明(8/22　19名)

　・まちづくりトーク(8/26.27.28)

　・農業委員(8/28)、町議会(9/11)への説明

　・出前講座　(10/3泉町住民会　11名)、(10/8女性学級　27名)

　・地域説明会(11/5～14　6日間　92名)

　・議会全員協議会(11/4第4章変更案決定)

　・出前講座(12/5清富住民会　5名)

　・駐屯地営内の周知(12/10チラシと解説書を掲示)

　・12月17日議会議決

　・広報2月10日号に自治基本条例特集⑦を掲載（シリーズ掲載は最終）

　・自治基本条例の解説書を町内会を通じて全戸に配布（広報3月10日号とあわせて）

≪情報提供の積極的な推進関係≫

　・町民ポストの推進（広報５月号）

　・「広報広聴事業について」説明　(4/21　住民会長町政懇談会)

　・まちづくりトーク開催周知（広報7月号、7/25お知らせ版）　テーマ「みんなで考えるこれからのまちづくり　自治基本条例と協
働のまちづくり」
　・まちづくりトーク開催周知（広報8月号）　テーマ「みんなで考えるこれからのまちづくり　自治基本条例と協働のまちづくり」

≪住民とのオープンな論議の場の設定関係≫

　・住民会長町政懇談会の開催(4/21)

　・「町長と語ろう、出前講座」等の活用の周知

　・住民会長・町内会長町政懇談会の開催(7/15 40名)　　自治基本条例の説明

　・まちづくりトーク開催(8/26.27.28)

　・住民会長・町内会長町政懇談会の開催(10/16 14名)　　「自治基本条例説明会」開催周知依頼

　・住民会長町政懇談会の開催(10/16 14名)

　・地域説明会の開催(11/5～14　6日間　92名)　テーマ「自治基本条例」

　・住民会長町政懇談会の開催(1/27 24名)

　・委託契約における個人情報取扱いの統一化

　・個人情報取扱事務の点検作業

≪パブリックコメントの推進関係≫

　・H20年度パブリック・コメント実施予定4事案の周知(お知らせ4月号)　　(第5次総合計画基本構想・自治基本条例・第7次社会
教育中期計画・地域福祉計画)

　・第5次総合計画基本構想（案）広報4月号周知（募集期間H20.4.10～5.12）　→　0件

  ・「第5次総合計画基本構想(案)」パブコメ結果　広報6/25号　0件

  ・「自治基本条例(案)」広報8､9月号周知(募集期間 H20.8.15～9.16)　→　22件

　・「第５次総合計画基本計画(案)」広報9月号周知(募集期間 H20.10.10～11.10)　→　5件

　・「教育振興基本計画(案)」広報9月号周知(募集期間 H20.10.10～11.10)　→　3件

　・「地域福祉計画(案)」広報1月25日号周知(募集期間 H21.1.29～2.27)

　・Ｈ21年度パブリックコメント計画の庁舎取りまとめ周知(H21.1.30課長会議)

　・「地域福祉計画(案)」パブコメ結果　広報3月25日号　→　７件

≪まちづくり出講座の創立関係≫

　・H20年度出前講座開催28講座の周知（広報5月号)

　・出前講座追加「図書館ってどんなところ？」周知（広報6/25号)

　・出前講座「自治基本条例」周知（広報７月号)

　・H21年度出前講座計画の庁内取りまとめ周知（H21.1.30課長会議)

≪住民とのオープンな議論の場の設の関係(出講座の開催)≫

　・「血管を守っていきいき暮らす」　(5/18　丘町住民会　24人)、(10/17　泉町住民会)、(11/7　旭新あずま会　29人)、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(12/6　アラタ工業　180人)、(1/26　清富婦人会　6人)、(1/27　島津３南婦人会　5人)、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2/3 江花婦人会 18人)、(2/8　草分婦人会 12人)､(3/5 日の出住民会 30人)
　・「健康づくりは食事から」　(5/25　東明住民会　35人)、(7/23　宮町３町内会婦人部　15人)、(10/17　わくわく合宿)、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(11/12　高田幼稚園家庭教育学級　12人)、(12/6　アラタ工業　180人)、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(12/5　いしずえ大学　136人)、(1/26　清富婦人会　6人)、(2/13　南町住民会　36人)、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2/15 西富友愛会 25人)、(2/22 栄町住民会 人)
　・「自治基本条例づくり」　(5/28　ﾘﾌﾚｯｼｭﾏｲﾀｳﾝかみふらの　11人)、(8/8　旭新あずま会　20人)、
　　　　　　　　　　　　　　　　(8/20　商工会青年部　10人)、(10/3　泉町住民会　11人)、(10/8　女性学級　27人)、
　　　　　　　　　　　　　　　　(12/5 清富住民会 5人)
　・「身近に潜む危険な影」(6/10　中町住民会　32人)、(2/15　丘町住民会　28人)、(3/16　西富住民会　40人)

　・「ここが知りたい介護保険」(6/13　旭新あずま会　24人)、(7/13　南町きらく会　22人)、(1/14　老人クラブ連合会　24人)

　・「町の食育推進計画」(7/3　上小ＰＴＡ１学年66人)、(11/12　高田幼稚園家庭教育学級　12人)

　・「地域福祉計画策定」(10/12　本町四つ葉会)、(2/25　いきいきクラブ　人)

　・「行革ってナニ？」(10/24　南町住民会23人)

　・「どうなる？町立病院」　(1/14　老人クラブ連合会　24人)、(1/21　民生児童委員協議会　34人)、(2/10　江花親和会　20人)、
　　　　　　　　　　　　　　　　 (2/12 日赤奉仕団 31人)

　・「たかがごみ　されどごみ」(2/4　ＪＡふらの女性部　40人)、(3/16　西富住民会　40人)

　・「火はだいじ、火は大ごと」(7団体　202人)

　・「119番する前に」(19団体　324人)

≪自主活動推進支援の制度化≫

　・住民自治活動奨励事業補助の説明(4/21住民会長町政懇談会)

　・住民自治活動推進交付金の交付(4/30交付決定、25住民会)

累計効果額
平成２０年度 実績　　（効果額は見込額）

３　町民との信頼関係の強化

重点項目 実施項目

自治基本条例
の制定

自治基本条例の制定

情報の公開と
共有化の推進

情報の共有化に向け
た取組強化

個人情報の取扱いの
適正化

住民参加の推
進

パブリックコメント制
度の整備

出前町政の推進
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　・住民自治活動奨励事業補助の交付(6/12交付決定、4件)

　・住民自治活動奨励事業補助　広報9月号周知

　・住民自治活動奨励事業補助の説明(10/16住民会長町政懇談会)

　・住民自治活動奨励事業補助の交付(9/5交付決定、１件)

　・住民自治活動奨励事業補助について、住民会長連合会と意見交換(1/13)

　・住民自治活動奨励事業補助の説明(1/27住民会長町政懇談会)

≪自主防災組織活動関係≫

　・自主防災組織の再編成・防災訓練取り組み依頼(4/21 住民会長懇談会)
　　※19年度から増加 結成 1 再編 7 今後検討中が４住民会
　・5/30 本町住民会に自主防災組織の再編について説明

　・岡田北大名誉教授による火山防災等に関する出前講座の実施を住民会連合会長と協議（10/27実施）

0 0 0

H16～19年度 平成２０年度 実績　　（効果額は見込額）

実績効果額 取り組み実践項目 効果額

H16年度 ≪地方税制改正への対応関係≫

　・納期の見直し　　町民税(2回→4回)、国民健康保険税(6回→8回)　（H20.4/1～）　（広報2月号周知）

　・平成20年度税制改正（寄附金税制の見直し、上場株式等の配当金・譲渡損益、個人住民税の特別徴収、長期優良住宅に
対する減額措置、住宅の省エネ改修工事に対する減額措置、新築住宅に対する減額措置の延長）の周知（広報6月号）
　・平成19年度税改正（所得変動に伴う減額措置）の周知（広報6月号）

　・町民税(2回→4回)、国民健康保険税(6回→8回)の納期の見直し（H20.4/1～）の周知（広報6月号）

　・平成19年度税改正（所得変動に伴う減額措置）の再周知（広報7月号）

　・所得変動に伴う減額措置の対象見込者に通知（H.20.7.1　403人）

　・所得変動に伴う減額措置の対象見込者に再通知（H.20.7.22　88人）

　・平成20年度税制改正　公的年金からの個人住民税の年金特徴制度の周知（広報12月号）

≪町税のあり方・法定外目的税の研究関係≫

　・厚生文教常任委員会（H.20.9.3）に市町村税の採用税率の状況について説明

≪新たな徴収体制の研究関係≫

　・納期の見直し　　町民税(2回→4回)、国民健康保険税(6回→8回)　（H20.4/1～）　（広報2月号周知）

≪収納サービスの研究関係≫

　・「ほほえみカード」及び「小規模共通商品券」による町税及び公共料金等の納付について関係機関との打ち合わせ（商工会、
信金）

　・関係各課との協議（税務、生活環境、上下水道、子育て支援及び介護保険）

　・理事者との協議（Ｈ21.4）→実施見送り

≪町税・国保税≫

　[差押え]　　所得税還付金1件（4月期)、2件（5・6月期)、1件(9・10月期）、1件（１・２月期）、14件（3・4月期）

　[管理職による滞納プロジェクト]　　対象者116人（5・6月期）

　・上川支庁管内市町村合同納税窓口（H20/10/5）（呼出者45人）

≪住宅使用料≫

　[滞納者に対する督促状の送付]　　29件（4月期）、45件（5・6月期）、84件（7・8月期）、38件(9・10月期）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　83件（11・12月期）、95件（1・2月期）、41件（3・4月期）
　[滞納者に対する個別訪問]　　2件（4月期）、14件（5・6月期）、25件（7・8月期）、8件（9・10月期）、18件（11・12月期）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10件（1・2月期）、17件（3・4月期）
　[連帯保証人への連絡]　　1件（11・12月期）、3件（1・2月期）

　[上下水道班、税務班との合同徴収]　　1件（4月期）、2件（5・6月期）、1件（7・8月期）

　[内容証明による最終催告]　 1件（7・8月期）

　[最終納付催告及び住宅明渡し請求予告]　1件（9・10月期）

　・「上富良野町営住宅使用料滞納整理事務処理要綱」の策定

≪上下水道・簡易水道使用料≫

　[滞納者に対する督促状の送付]　　122件（4月期）、217件（5・6月期）、224件（7・8月期）、277件（9・10月期）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　258件（11・12月期）、175件（1・2月期）、145件（3・4月期）
　[滞納者に対する催告状の送付]　　117件（5・6月期）、64件（7・8月期）、118件（9・10月期）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　137件（11・12月期）、109件（1・2月期）、162件（3・4月期）
　[滞納者に対する電話催告]　　7件（4月期）、9件（5・6月期）、3件（7・8月期）、2件（9・10月期）、1件（11・12月）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3件（1・2月）、21件（3・4月期）
　[滞納者に対する個別訪問]　　42件（4月）、11件（5・6月）、12件（7・8月）、25件（9・10月）、31件（11・12月）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6件（1・2月）、12件（3・4月期）

　[滞納者との納入方法相談]　　2件（5・6月期）、7件（7・8月期）、3件（9・10月期）、３件（11・12月）、2件（1・2月）、5件（3・4月期）

　[給水停止]　予告書26件、処分書10件、停止6件（7・8月期）、予告書3件、処分書12件、停止1件（9・10月期）、停止3件（1・2月期

≪下水道受益者負担金≫

　[滞納者に対する督促状の送付]　　5件（7・8月期）、7件（9・10月期）、7件（11・12月期）

　[滞納者に対する催告状の送付]　　18件（5・6月期）

　[滞納者に対する電話催告]　　5件（5・6月期）

　[滞納者に対する訪問]　　2件（5・6月期）、1件（7・8月期）、1件（9・10月期）

　[滞納者との納入方法相談]　　2件（5・6月期）、2件（7・8月期）、1件（9・10月期）、2件（11・12月）、2件（3・4月期）

≪保育料≫

　[督促状の送付・催告（状、電話）の実施]　　2件（4月期）、3件（5・6月期）、3件（7・8月期）、1件（9・10月期）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1件（11・12月期）、2件（1・2月期）、1件（3・4月期）

≪介護保険料≫

　[催告通知]　　45件（5・6月期）、2件（7・8月期）、8件（3・4月期）

　[電話催告]　　 1件（4月期）、1件（5・6月期）、1件（9・10月期）、1件（1・2月期）、6件（3・4月期）

　[臨戸訪問徴収]　　2件（5・6月期）、2件（7・8月期）、2件（9・10月期）、2件（11・12月期）、4件（1・2月期）、31件（3・4月期）

≪病院患者負担金≫

　[電話催告]　　3件（9・10月期）、4件（11・12月期）、1件（1・2月期）、1件（3・4月期）

　[催告通知]　　1件（1・2月期）、1件（3・4月期）

　[個別訪問]　　1件（5月）、1件（11・12月期）

　[督促状の送付]　　34件（5月）、4件（7・8月期）

住民サポーター制の
研究

住民自治の推進

小　　　　　　　　　　　計

４　健全な財政基盤の確立

重点項目 実施項目

138,677128,252 10,425

税制度の見直し 4,500

累計効果額

歳入の見直し

歳入の見直し

徴収対策の強化

徴収対策の強化

4,500
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≪連帯保証人制度の見直し強化関係≫

　[町営住宅]　　入居時連帯保証人の印鑑証明添付（随時）

　[町立病院]　　入院患者の誓約書（保証人と支払い同意書）の提出

≪使用料・手数料等の算定基準の策定関係≫

　・公共施設における広域市町村住民の使用料取扱い要領施行(H20.4.1)

　・町営バス定期券料金の改正 (H20.6月議会上程・H20.7.1施行)

　・住基カード交付手数料の無料化 (H20.6月議会上程・H20.7.1～H23.3.31)

　・町営住宅駐車場料金について協議（Ｈ20.8.12政策調整会議）

　・建築確認申請関係手数料の改正（H20.12月議会上程)(H21.4.1施行)

　・遊休町有地公売計画策定（Ｈ20.4月）

　・公売予定町有地の測量業務開始（Ｈ20.4月）

　・旧旭町教職員住宅継続入居の意思確認　(H20.5月末)及び入居契約

　・旭町教職員住宅(１棟２戸)の普通財産への移行決定　(H20.6.20 教育委員会)

　・旭町教職員住宅(１棟２戸)の入居希望者（移住準備住宅）募集　（8/28、10/10決定）

　・遊休町有地（準備の整ったものから）購入希望者の募集開始（広報7月25日号、9月10日号） （町HPに情報開示　12/15)

　・旧教職員住宅(清富４号)の入居契約(2/16 H21.4.1から入居)

　・遊休町有地(中町)の売却契約締結(H21.2.20)

　・給与構造改革による現給との差額の調整の実施(上限13千円)

　・人事院勧告による給与改定の実施の見送り

　・整理合理化方針に基づき新年度予算への反映指示（H20.11.11 予算編成会議）

≪新予算編成手法の構築関係≫

　・新年度予算編成に伴う総務課内部協議（10/9）

　・新年度予算編成に伴う枠配分方式等の協議（10/17　三役会議）

　・新年度予算編成に伴う枠配分方式等の決定（10/21　臨時課長会議）

　・新年度予算編成方針等の決定（H20.11.7　臨時課長会議）

　・予算編成会議開催（H20.11.11）

　・各会計の新年度予算（案）内示（H21.2.13　臨時課長会議）

≪年間の予算編成スケジュールの決定関係≫

　・新年度財政見込及び中期財政見通しの策定（Ｈ20.10月期）

　・中期財政見通しの策定(H21.2.27 課長会議)

　・事後審査型一般競争入札試行実施要綱（案）の協議（4.22 指名委員会）

　・総合評価方式の研究

　・事後審査型一般競争入札の試行について　(H20.5.29 課長会議)　、 (H20.6.6  総務産建委員会)

　・事後審査型一般競争入札試行の説明会　(H20.6.19 町内建設業者)

　・事後審査型一般競争入札試行実施要綱の施行（Ｈ20.7.1）

　・事後審査型一般競争入札の実施　（8/6　1件）

　・H21.22入札参加資格申請要綱の告示（H20.12.18）

　・H21.22入札参加資格申請の受付(2/2～2/18)

≪業務委託費等の積算基準の見直し関係≫

　・業務委託費積算基準に基づく新年度予算への反映指示（H20.11.11 予算編成会議)

≪長期継続契約の適正執行関係≫

　・Ｈ20.4.1付　長期継続契約の締結　　　施設管理業務　　8件

1,460,378 538,013 1,998,391

2,130,211 890,002 3,020,213

32,558

35,324 157,994122,670

6,737

人件費の抑制

140,109

254,790

105,186 34,923

66,436

537,208

275,584

131,827

　・土地開発公社の解散を含めたあり方の協議　(H20.5.14 公社理事会)　、  (H20.6.6  総務産建委員会)、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H20.11.19 公社理事会)、（Ｈ21.4.24 公社総会）

130 705

財政運営手法
の改善

新たな予算編成手法
の構築

173,388

78,823

歳出の見直し

事務事業の見直しと
重点化

補助金・負担金の整
理合理化

209,148

合　　　　　　　　　　　計

入札・契約制
度の改善

入札・契約制度の改
善

小　　　　　　　　　　　計

363,820
他会計等との負担の
見直し

経常経費の削減 175,967

460,766328,939

行政資産の適正運用 25,821

受益者負担の適正化

575新たな歳入の検討
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